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令和元年１２月２６日 

京 都 市 環 境 政 策 局 

                                  

 

 
  

大規模排出事業者の温室効果ガス排出状況について 

 

京都市では，温室効果ガスの排出量を削減するため，京都市地球温暖化対策条例に基づき，市域

における温室効果ガス総排出量の約１／４を占める大規模排出事業者（以下「特定事業者」という。）

に対し，温室効果ガス排出量及び削減するための取組等を記載した削減報告書の提出を義務付ける

とともに，その内容を公表しています。 

この度，特定事業者から提出された平成３０年度分の削減報告書を取りまとめましたので，下記

のとおりお知らせします。 

 

記 
 

１ 特定事業者※１の温室効果ガス排出量 

第三計画期間※２の第二年度である平成３０年度の削減報告書を集計した結果，特定事業者

（１３９者）の温室効果ガス総排出量は１９１．５万トンで，当該計画期間における基準年度総

排出量※３１９７．２万トンから，２．９％の削減となりました（表１）。 

各部門の温室効果ガス総排出量はそれぞれ削減されており，特定事業者全体として排出量削減

に向けた取組が進む一方で，個々の特定事業者をみると，１３９者中４４者がそれぞれの基準年

度排出量を上回り，うち２７者は２年連続で上回る結果となりました。 
 

※１ 事業活動を行う際に使用される電気やガスなどのエネルギー使用量が原油換算で１，５００ｋＬ 

以上となる事業者，トラック１００台・バス１００台・タクシー１５０台以上を保有する運送事業者

及び鉄道車両１５０両以上を保有する鉄道事業者（京都市地球温暖化対策条例 第２条第１項第６号） 

※２ ３箇年ごとに計画期間を定めており，第三計画期間は平成２９～３１年（令和元年）度 

※３ 第二計画期間（平成２６～２８年度）における事業者ごとの平均排出量（基準年度排出量）を合計

した値 

表１ 特定事業者の温室効果ガス排出実績（平成３０年度） 

注 各数値の計と合計及び割合は，小数第二位以下を四捨五入しているため，一致しない場合があります。 
 

引き続き，特定事業者が中小事業者を含む事業者全体の排出量削減を牽引し，取組を推進して

いく模範となるよう，本市は，排出量が増加傾向にある特定事業者を中心に個別の訪問調査等を

実施し，最適な省エネ手法の提案や技術的な助言を行うとともに，優れた取組に対する表彰や他

の事業者への紹介を行うなど，削減に向けたより一層の取組を支援します。 

部門 
事業者数 

（者） 

温室効果ガス総排出量（万トン-ＣＯ２） 基準年度排出量からの 

増減割合（％） 基準年度 平成３０年度実績 

合計 １３９  １９７．２  １９１．５ ▲２．９  

 

業務部門 ８４  １１９．９  １１６．９ ▲２．５ 

産業部門 ３４  ５２．５  ５１．４ ▲２．１ 

運輸部門 ２１  ２４．８  ２３．２ ▲６．５ 

広報資料 

（経済同時） 
担当 地球温暖化対策室 

電話 075-222-4555 
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○ 部門別の主な排出量削減の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 部門別の主な排出量増加の要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 報告書類の公表 

提出された報告書は，本市の地球温暖化対策室ホームページに公表します。 
 

（ホームページＵＲＬ） 

提出書類等の公表について 
https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000233178.html  
 

温室効果ガスを排出しない新車等の販売の実績に係る報告書について 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000261168.html 

 

 

＜業務部門＞ 

 ・空調や照明の適切な運用管理の実施，高効率機器及び設備への更新 

 ・各設備（空調，照明及び給湯器等）の定期的なメンテナンスや空調の自動停止，センサ

による照明の点灯制御及び居住テナントへの省エネ協力要請等の実施 

＜産業部門＞ 

 ・省エネ設備（照明，空調）への更新，建屋の断熱改修工事 

 ・デマンド制御の活用や設備の自動制御化 

 ・生産工程の稼働率や生産効率の向上 

・環境マネジメントシステムに基づいた省エネ活動の実施 

＜運輸部門＞ 

 ・エコドライブの実践，低燃費車両への入れ替え，車両保有台数の削減 

 ・合積輸送の実施，モーダルシフト※４の推進 

  ※４ トラックから貨物鉄道や船舶へ輸送手段を転換すること 

＜業務部門＞ 

 ・業務稼働時間の増加や店舗，テナントの増加 

 ・来客数増加等による店舗活動の活発化，改装工事や新施設導入による増加 

＜産業部門＞ 

 ・製品化，事業展開に向けた研究開発業務の拡大 

・生産調整による待機エネルギー増加，生産量の増加 

 ・生産ラインの追加導入による電気使用量の増加 

＜運輸部門＞ 

 ・営業稼働率の増加，車両の追加購入に伴う排出量増加 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000233178.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000261168.html

